
 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

(4) 冷凍・冷蔵設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 省エネ型ショ

ーケースの採

用 

・ショーケース用冷凍機の負荷

を周期的に一定期間停止さ

せ、電力消費を低減するタイ

ムスケジュール制御機能、夜

間にケース内温度を低下させ

すぎないコントロール機能等

を標準搭載した省エネ型ショ

ーケースを採用する。 
・冷気の無駄な放出を抑える開

閉式のショーケースを採用す

る。 

 

○ ○ ● ● ●     

－ 省エネ：夜間にケー

ス内温度を低下さ

せすぎないコント

ロール機能（ナイト

セットバック）で、

機能がない場合に

比べ、約 25%削減。 
※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

2 ショーケース

照明へのイン

バータの採用 

・ショーケース照明にインバー

タを取り付ける。 
・総合効率向上による照明用電

力消費の削減とともに、発熱

量の減少による冷却負荷の軽

減も可能となる。 

 

○ ○ ● ● ●     

－ 省エネ：従来型の蛍

光灯に比べ蛍光灯

容量を35%程度削減

可能。 
低ランニングコス

ト：従来型の蛍光灯

に比べ30～36%程度

の削減。 

※ 

日本冷凍空調工業会 
等

3 冷凍・冷蔵コ

ンプレッサー

のマルチ化、

マイコン化の

採用 

・冷凍・冷蔵負荷に応じて、熱

源機器の台数制御・容量制御

を行う冷凍・冷蔵コンプレッ

サーのマルチ化・マイコン化

を採用する。 
・各熱源機器を比較的高効率で

運転することができる。 

・複数の冷凍・冷蔵用熱源機

器を運転し、負荷変化があ

る場合に効果が期待でき

る。 ○ ○ ● ● ●     

シングル冷凍機に

比べ、約 30%高い。 
省エネ：シングル冷

凍機に比べ、マルチ

化により約25～30%
削減。 ※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

ショー

ケース 

4 空調・ショー

ケース一体型

機器の採用 

・空調や複数の冷蔵・冷凍用シ

ョーケース等の熱源を 1台に

まとめ、同時に制御できる空

調・ショーケース一体型機器

を採用する。 
・インバータ制御、二段圧縮技

術等が組み合わせられてお

り、最適能力制御が可能とな

る。 

・複数の冷凍・冷蔵用、空調

用の熱源機器を運転して

いることが前提となる。 
・小規模施設に適している。 

○ ○ ● ● ●     

コンビニエンスス

トアを想定した場

合、約 650～700 万

円程度（工事費含

む）。施設規模によ

り異なる。 

コンビニエンスス

トアを想定した場

合、一体型機器でな

い従来機器に比べ、 
省エネ：電力消費を

夏季約 35%、冬季約

50%削減。 
投資回収：4～5 年程

度。 

※※※ 

日本冷凍空調工業会 
等

その他 5 デシカントシ

ステムの採用 
・吸湿剤を使って空気を除湿し

た後、熱交換により顕熱冷却

を行うデシカントシステムを

採用する。 
・空気中の湿分を冷却前に除去

するため、機器容量を低減で

きる。また、冷凍食品、アイ

スクリーム等への霜付き・氷

結が減少する。 

・湿度管理や除菌等が求めら

れる施設であることが前提

となる。 

○    ●  ● ● ● 

4,500m3／時の空気

を処理する規模で、

約 1,000 万円程度。 

省エネ：ショーケー

ス 用 冷 凍 機 で 約

10%、空調用冷凍機

で約 25%削減。 
※※※ 

日本冷凍空調学会、 
日本ガス協会 

等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(5) 給湯設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 潜熱回収ボイ

ラーの採用 
・ボイラー排気中の水分から潜

熱を回収し、ボイラー取り入

れ外気の予熱として利用する

ことのできる潜熱回収ボイラ

ーを採用する。 
・ボイラー用燃料消費を削減で

きる。 

・20～30 年前の効率の低い旧

式ボイラーを使用している

場合等に代替すると大きな

効果が得られる。 ○ ○    ● ● ●  

－ 効率：20 年程度以前

の旧式ボイラーの効

率（約 80%程度）に

比べ、15%程度向上 ※※ 

日本ボイラ協会 
等

2 CO2 冷媒ヒー

トポンプ給湯

器の採用 

・CO2をヒートポンプの冷媒と

して活用し、大気から熱を回

収してお湯を沸かす CO2 冷

媒ヒートポンプ給湯器を採

用する。 
・従来型の燃焼系給湯器と比べ

て高効率である。 
・小規模から大規模まで適用可

能である。 

・給湯需要があることが前提

となる。 

○ ○  ● ●  ● ●  

・業務用は約 400 万

円程度。 
・家庭用連結タイプ

は約 100 万円程

度。 

ガス瞬間給湯器と比

較した場合、 
省エネ：業務用、家

庭用連結タイプとも

にエネルギー消費を

約 75%程度削減。 
投資回収：家庭用連

結タイプ 2 年程度、

業務用 3～4 年程度。 

※※※ 

ヒートポンプ・蓄熱セン

ター、 
電気事業連合会 

等

 

3 給湯器へのエ

コノマイザー

の採用 

・エコノマイザーを取り付ける

ことにより、ボイラーの排気

から排熱を回収し、ボイラー

給水の予熱用に利用する。 
・ボイラー更新時には、エコノ

マイザー付きボイラーを選

択する。 

・20～30 年前の効率の低い旧

式ボイラーを使用している

場合等に取り付けると大き

な効果が得られる。 ○ ○     ● ●  

－ 省エネ：約 10%程度

の削減。（ドレン回

収 80%の場合） 
※ 

日本ボイラ協会 
等

 
。 

資－26～27 



 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(6) 厨房設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 高効率タイプ

新バーナーの

採用 

・熱効率、清掃性、操作性の向

上、輻射熱の低減等を図った

高効率タイプ新バーナーを

採用する。 
・炎が周辺に逃げず、ガスの無

駄な使用が低減できる。 

・テーブルレンジ用、中華レ

ンジ用等、様々なタイプが

あり、厨房の特性を考慮し

て選択する必要がある。 ○ ○  ● ●  ● ●  

従来型ガスバーナ

ーの 1～2割増程度。 
効率：40cm 径ナベ使

用の場合、熱効率が

従来型バーナーに比

べ約 14%程度向上す

る例がある。タイプ

により異なる。 

※※ 

日本ガス協会、 
日本厨房工業会 

等

調理設

備 

2 ガススチーム

コンべクショ

ンオーブンの

採用 

・スチーム調理機能とコンベク

ションオーブン機能を組合せ

たガススチームコンベクショ

ンオーブンを採用する。 
・従来のガスコンロと異なり、

オーブン庫内の閉鎖的環境

で調理するため、高効率であ

る。 

・学校、病院、食堂、宴会場、

仕出し料理店等、大量の料

理を短時間に提供する施設

に適している。 
・ホテル・旅館で 50 食/回以

上、病院で 30 食/回以上、

学校で 100 食/回程度の料

理を作る場合に入る可能

性が高い。 

○ ○   ●  ● ● ● 

従来型ガスレンジ

の 3 倍程度。 
低ランニングコス

ト：電気式に比べ 5
分の 3 程度。 
（コンビモードで

250℃安定後 10 分間

使用時の試算） 
※※ 

日本ガス協会、 
日本厨房工業会 

等

換気設

備 
3 局所換気方式

等、省エネ型

の厨房換気設

備の採用 

・空気の汚れた部分のみを局所

的に換気する局所換気方式設

備等、省エネ型の厨房換気設

備を採用する。 
・従来型の集中換気方式に比

べ、空調負荷を低減できる。 
・小規模から大規模まで適用可

能である。 

・換気の需要があることが前

提となる。 
・排気フード等の換気設備が

建築物躯体の一部となって

おり、躯体工事を伴う導入

となる場合がある。 

○ ○  ● ●  ● ●  

規模・仕様による

が、数十万円程度。 
効果：従来型のフー

ドタイプと比べ、排

気量を 20～30%程度

削減。 
※※※ 

空気調和・衛生工学会 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(7) 受変電・配電盤設備に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 適正容量の変

圧器の採用 
・変圧器設備容量が大きくな

ると、電力損失が増加する。

また、負荷に対して過大な

変圧器設備容量の選定は、

効率の低下を招くことか

ら、適正容量の変圧器を採

用する。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

電気保安協会、 
アモルファス変圧器普及

センター 
等

2 低損失型変圧

器の採用 
・従来の変圧器より損失を大

幅に低減し、高効率運転を

行うことのできる低損失型

変圧器を採用する。 
・電圧を印加し鉄心を励磁す

ることによる無負荷損（鉄

損）、負荷電流がコイルに流

れることによる負荷損（銅

損）を低減する。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

従来の変圧器と比

べ 1.5～2.0 倍。 
省エネ：25 年前製造

の 1,000kVA 変圧器

（負荷率 60%）と比

べ、無負荷損が約

10% 、全損失が約

40%に低減。 
※※ 

アモルファス変圧器普及

センター 
等

変圧器 

3 超高効率変圧

器の採用 
・鉄芯にアモルファス合金を

用いた超高効率変圧器を採

用する。 
・現行の低損失型変圧器のス

ペース・取扱いを変更する

ことなく、さらに損失を低

減する。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

安価なケイ素鋼板

変圧器（標準低損失

型）と比べ、1.5～3
倍程度。条件により

異なる。 

省エネ：平均負荷率

50%として、30kVA
のケイ素鋼変圧器

の生涯消費電力量

と比べた場合、約

6.5MWh の削減。 
投資回収：3～6 年程

度。 

※※ 

アモルファス変圧器普及

センター 
等

力率の

改善 
4 力率改善コン

デンサの採用

（ 容 量 適 正

化） 

・交流電力には有効電力と無

効電力とがあり、誘導発動

機、変圧器、誘導炉等は遅

れ無効電力が多いため力率

（電気使用効率）が悪くな

る。そのため、進み無効電

力の進相コンデンサを負荷

と並列に接続し、遅れ無効

電力を打ち消すことにより

力率の改善を図る。 

 

○ ○   ● ● ● ● ● 

力率改善コンデサ

ー本体は 500～1000
万円程度（工事費は

別）。 

省エネ：コンデンサ

により 80%力率を

95% に改善した場

合、損失を 29%削減

したことになる。 
※※ 

省エネルギーセンター 
等

自動電

圧調整

装置 

5 自動電圧調整

装置の採用 
・電気の需要先において、電

圧を適正にコントロールす

る自動電圧調整装置を採用

する。 
・過剰電圧の場合、供給量を

低く調整して無駄な電力を

削減する。また、電圧が低

く供給されている場合は高

めに調整されるが、平均的

には省エネとなる。 

・動力用の三相 3 線式の電力

回路には適用できず、基本

的に照明用等の単相 3 線式

の電力回路に対して導入さ

れる。照明用でも、既に Hf
インバータ蛍光灯等の高効

率照明器具が導入されてい

る建物では、あまり省電力

効果は得られない。 

○ ○ ●  ● ● ● ● ● 

約 1 万円/kVA。工事

費含む（10～20kVA
の場合は若干高く

なる）。 

省エネ：約 7～10%
程度の削減。 
投資回収：約 2～3
年程度。 

※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル
コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等 コスト 効果 導入期 関係団体等 

その他 6 デマンドコン

トロールシス

テムの採用 

・短時間の遮断が可能な負荷

設備（空調設備等）を制御

対象として、自動的に運

転・休止させることで最大

電力のピークを抑え、通年

での契約電力、電力消費を

低減する。 

・コンピュータや照明装置等、

短時間でも電源を落とすこ

とが困難な電力需要は、制御

対象とならない。制御対象と

なりうる空調用、冷凍用、コ

ンプレッサ用等の需要が大

きい場合に、より効果的であ

る。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

デマンドコントロ

ーラ本体は 40 万円

程度（工事費は別）。 

省エネ：空調機の電

機使用量を約 15～
25%程度削減。 

※ 

電気保安協会 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(8) コージェネレーションに関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校

等 コスト    効果 導入期 関係団体等

1 ガスコージェ

ネレーション

の採用 

・原動機にガスエンジンを用い

るコージェネレーションを採

用する。 
・電力供給と冷暖房・給湯等を

同時に行うことができ、総合

効率が高められる。 

・熱需要があり、排熱の利用

が見込める施設であるこ

とが前提となる。 
・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 

○ ○ ● ● ●  ● ●  

約 30 万円/kW 程度

（ 民 生 用 ビ ル の

1999 年度平均実績

値）。 

効率：発電効率約 28
～42%、総合効率 65
～80%（LHV）。 

※※※ 

日本コージェネレーショ

ンセンター、 
日本ガス協会 

等

2 マイクロガス

タービンコー

ジェネレーシ

ョンの採用 

・原動機にマイクロガスタービ

ンを用いるコージェネレネー

ションを採用する。 
・電力供給と冷暖房・給湯等を

同時に行うことができ、総合

効率が高められる。特に、高

温・高圧の熱需要に適してい

る。 

・熱需要があり、排熱の利用

が見込める施設であること

が前提となる。 
・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 
・スーパーでは特に食品売り

場のデシカント（除湿）空

調との組合せが有効であ

る。 

○ ○   ●  ● ●  

約 30～40 万円/kW
程度。 

効率：発電効率約 25
～30%（LHV）。 
投資回収：約 5～6
年程度。比較対象、

前提条件等により異

なる。 
※※※ 

日本コージェネレーショ

ンセンター、 
日本ガス協会 

等

 

3 燃料電池コー

ジェネレーシ

ョンの採用 

・燃料電池を用いるコージェネ

レーションを採用する。 
・電力供給と冷暖房・給湯等を

同時に行うことができ、総合

効率が高められる。特に、発

電効率の高さ、環境負荷低減

効果、燃料の多様性等の特徴

がある。 

・熱需要があり、排熱の利用

が見込める施設であるこ

とが前提となる。 
・現状では、りん酸形燃料電

池が商用化段階、固体高分

子形燃料電池が実証段階

に あ る 。 り ん 酸 形 は

100kW、200kW タイプがあ

るが、現状の高コストの低

減化が課題となっている。 

○    ●  ● ●  

・りん酸形燃料電池

は約 40～60 万円

/kW。 
・固体高分子形燃料

電池は、改質器、

補機等も含めたコ

スト 50～60 万円

/kW が開発目標。 

効率： 発電効率 35
～40%、総合効率 70
～80%（HHV）。 
省エネ：家庭用燃料

電池と給湯器+火力

発電による商用電力

とを比較した場合、

約 20%程度削減。比

較対象、前提条件等

により異なる。 

※※※ 

日本コージェネレーショ

ンセンター、 
日本ガス協会 

等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(9) 代替エネルギー利用に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 太陽エネルギ

ー利用設備の

採用 

①太陽光発電：太陽電池を屋根

上等に設置して電力を供給

する太陽光発電設備を採用

する。商用電力の代替として

活用できる。 
②太陽熱利用：太陽熱を収集す

るコレクタを屋根上に設置

して温水を供給する太陽熱

利用設備を採用する。ガス等

の代替として活用できる。集

熱器と貯湯部分が分離して

いるソーラーシステム、一体

化している太陽熱温水器の

2 種類ある。 
 

・建物が日射のある場所に立

地していることが前提とな

る。 
・太陽熱利用の場合は、熱需

要があることが前提とな

る。 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

①太陽光発電設備は

50～80万円/kW程

度。 

②太陽熱利用設備 
省エネ：条件によ

り異なるが、ソー

ラーシステム（シ

ステム効率 40%、

集熱面積 6m2）の

場合、灯油にして

約 440L/年分の削

減、との試算があ

る。 

※※ 

太陽光発電協会、 
ソーラーシステム振興協

会 
等

2 風力発電設備

の採用 
・風力エネルギーを利用して電

力を供給する風力発電設備

を採用する。商用電力の代替

として活用できる。 
・0.5kW～100kW 程度の小～中

型風力発電設備が開発・商品

化されている。 

・建物が年間平均風速 2m/秒
程度以上の場所に立地し

ている場合に効果が期待

できる。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

・40kW 規模で 2,500
万円程度（本体の

み、風速 2m/秒で

発電可能）。 
・1.8kW 規模で 20～

30 万円程度（本体

のみ、風速 2m/秒
で発電可能）。 

 

－ 

※※ 

日本風力発電協会 
等

3 地中熱利用ヒ

ートポンプの

採用 

・地中熱の温度差を利用し、冷

暖房・給湯を行うヒートポン

プを採用する。ガス、灯油等

の代替として活用できる。 

・地中熱を利用できる場所に

立地していることが前提と

なる。地温が 10～15℃程度

で安定していることで、冷

暖房いずれにも利用可能と

なる。 
・冷暖房・給湯・給冷水等の

熱需要があることが前提

となる。 
 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

日本の場合、掘削費

（工事費）が、コス

ト縮減しても10,000
～15,000 円/m 程度

かかる。 

省エネ：北海道での

冷暖房・給湯用等の

使用で、従来式灯油

温水ボイラーと比べ

た場合、冬季暖房・

給湯用消費の約 65%
程度を削減した事例

がある。 

※※※ 

地中熱利用促進懇話会 
等

 

4 バイオマス資

源を活用した

メタン発酵シ

ステムの採用 

・生ごみ、畜糞等のバイオマス

資源をメタン発酵させ、メタ

ンガスを原燃料として熱電

供給を行うメタン発酵シス

テムを採用する。 
・実証実験等の事例があるが、

さらなる技術開発が課題と

なっている。 

・バイオマス資源の量及び質

（性状・成分等）が安定し

ていること、かつ同じ性状

のバイオガス資源が複数施

設から低コストで効率よく

分別収集できる技術・シス

テムの導入が前提となる。 
・熱・電気の利用が可能であ

ることも前提となる。 
・発生する残渣の処理、高度

排水処理、悪臭への対処等

の措置が求められる。 

○  ● ● ●  ● ● ● 

－ － 

※※※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

 

  

5 灯油・重油へ

のバイオマス

燃料の混合 

・バイオマス起源の燃料（エタ

ノール等）を灯油や重油に混

合して利用する。 

・地域において、混合用バイ

オエタノールの供給・貯蔵

設備等、供給体制が整備さ

れることが前提となる。 
・バーナー等の一部部品の交

換や改造が必要となる。 

○ ○ ● ● ● ● ● 

ブラジルからの燃

料用バイオエタノ

ール輸入の港受け

入れ価格が 30 円/L
程度（灯油の製油所

出荷価格とほぼ同

程度）。 

低 CO2：灯油に 20%
混合する場合、灯

油・重油減少分に相

当する 12%のCO2排

出の削減。 
※ 
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
 
(10) 節水に関する技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 節水コマの採

用 
・水道に取り付ける節水コマを

採用する。 
・水使用削減により、間接的に

上水・下水の処理・搬送に伴

うエネルギー消費を低減で

きる。 

 

 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※ 

日本下水道協会 
等

2 トイレの擬音

装置の採用 
・フラッシュバルブの流水音を

流す擬音装置を採用する。消

音効果と水の無駄遣いの抑制

効果により、間接的に上水・

下水の処理・搬送に伴うエネ

ルギー消費を低減できる。 

 

 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

1,500 人規模のオフ

ィスビルで 1,800 万

円程度。 

節水：1 回洗浄を減

らすことにより約

5L の水使用量削減。 
※ 

日本トイレ協会 
等

3 食器洗浄乾燥

機器の採用 
・食器をまとめて自動的に洗

浄・乾燥できる食器洗浄乾

燥機器を採用する。 
・水使用削減により、間接的に

上水・下水の処理・搬送や給

湯に伴うエネルギー消費を

低減できる。 

 

○ ○  ●   ● ●  

仕様によるが、約 80
万～110 万円程度。 

－ 

※ 

日本食品洗浄剤衛生協会 
等

4 雨水・中水利

用システムの

採用 

・雨水、雑排水を処理し、トイ

レ用水、冷却塔補給水等とし

て再利用する雨水・中水利用

システムを採用する。 
・水使用削減により、間接的に

上水の処理・搬送に伴うエネ

ルギー消費を低減できる。 

・雨水や雑排水等の利用可能

な水需要があることが前

提となる。 
 ○   ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

雨水貯留浸透技術協会 
等

 

5 推定末端圧力

一定制御自動

給水装置の採

用 

・末端圧力が過大圧力とならな

いように、ポンプをインバー

タ制御する自動給水装置を

採用する。過大圧力による上

水の無駄遣いを抑制し、併せ

て搬送・処理に伴うエネルギ

ー消費を低減できる。 

 

 ○  ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※ 

日本産業機械工業会 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

 
(11) その他技術 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト    効果 導入期 関係団体等

1 天然ガスへの

燃料転換 
・重油や灯油等の液体燃料か

ら、発熱量あたり CO2 排出

の少ない天然ガスに燃料を

転換する。 

・都市ガス等が利用できるこ

とが前提となる。 
○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 
日本ガス協会 

等

2 地域冷暖房シ

ステムの採用 
・建物ごとに冷凍機やボイラー

等の熱源機器を設置するので

はなく、特定の熱供給プラン

トから複数の建物に冷水や温

水、蒸気などを供給する地域

冷暖房システムを採用する。 

・熱供給幹線の配管設置等、

インフラが整備されるこ

とが前提となる。  ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

日本地域冷暖房協会 
等

3 リアルタイム

省エネ制御シ

ステムの採用 

・室内外の諸条件をもとに、最

適な設備運転が可能となる

ようリアルタイムで制御を

行うシステムを採用する。 
・①センサー等によるエネルギ

ー消費量、室内環境、気象条

件等の実績値のモニタリン

グ、②リアルタイムシュミレ

ー シ ョ ン ソ フ ト で あ る

TRANSYS、③インターネッ

トによる可視化情報の提供機

能、の三つにより構成される。 

・屋上へのセンサー機器設

置、シュミレーション粗酒

との導入等、一体的な制御

システムの導入が前提と

なる。 
・現時点では、主にオフィス

系建物でのシステム開発

が行われている。 

    ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

4 デシカント空

調とマイクロ

ガスタービン

の組合せシス

テムの採用 

・デシカント空調と、マイクロ

ガスタービン等のコージェ

ネレーション設備を組合せ

ることで、比較的低温の排熱

を吸湿材の再生過程で有効

利用する。 

・マイクロガスタービン用燃

料として都市ガス等が利用

できることが前提となる。 
・湿度管理や除菌等が求めら

れる施設において導入する

とデシカント空調の除湿機

能等が活かされ、より効果

的である。 

○ ○   ●  ● ●  

－ － 

※※※ 

日本ガス協会 
等

5 蓄電システム

の採用 
・太陽光発電や風力発電、コー

ジェネレーション設備等の

分散型電源により得られる

電気を蓄えられる蓄電シス

テムを採用する。 
・蓄電可能な二次電池には鉛蓄

電池、NAS 電池等があるが、

さらなる技術開発が課題とな

っている。 

 

  ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

 

 

6 蓄熱システム

の採用 
・夜間電力を利用してヒートポ

ンプにより蓄熱槽に熱を蓄

え、昼間の冷暖房需要や給湯

需要に利用する蓄熱システム

を採用する。 
・蓄熱方式として、水に熱を蓄

える水蓄熱と、氷に熱を蓄え

る氷蓄熱がある。 

・電力需要のピークカット効

果、コストダウン効果等は

期待できるが、必ずしもエ

ネルギー消費量の削減にな

らない点に留意が必要であ

る。 

 ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ － 

※※※ 

ヒートポンプ・蓄熱センタ

ー 
等
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 【凡例】 コスト：イニシャルコストの目安。仕様・条件等により異なる。 
 定量的効果：定量的に確実な効果が見込める技術に○。 効果：省エネ効果、コストダウン効果、投資回収年等の目安。仕様・条件等により異なる。 
 商用化レベル：商用化・販売段階にある技術に○。 導入期：※※※は建物の新築・改修時、※※は設備更新時、※は比較的容易に追加できる技術。 
 適用可能性：適用可能な業種に●。施設規模等により異なる。 関係団体等：関係する業界団体・学会。「コスト」「効果」の出典を意味するものではない。 

適用可能性 

細分類 
対策技術 

メニュー 
概 要 導入要件 

定量的

効果 

商用化

レベル

コンビ

ニ 

ファミ

レス等

百貨店

等 

事務所

ビル 

ホテル

等 

病院等 学校等
コスト 効果 導入期 関係団体等 

7 節電タイプ自

動販売機の採

用 

・高断熱化、高気密化、モータ

ーの戸外設置、高効率冷却器

採用等の特徴を有する節電

タイプ自動販売機を採用す

る。 

 

○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 

－ 省エネ：従来機種に

比べ、電力消費量を

54％程度削減。 ※※ 

日本自動販売機工業会 
等

8 非常口高輝度

誘導灯の採用 
・非常口において、蛍光灯によ

る誘導灯に替わり、高い輝度

が得られる冷陰極線管タイ

プの高輝度誘導灯を採用す

る。 
・表示面積が約 3 分の 1 とコン

パクト化される。 

 

○ ○  ● ● ● ● ● 

1灯当り3～5万円程

度（工事費含む）。 
省エネ：電力消費を

75～80％程度削減す

る。 
※※ 

日本照明器具工業会 
等

 

● 
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